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ために，1998年 4 月・ 7 月に再改訂されている。 
各国の会計基準設定主体と協力しながら，国際
的な会計基準の収斂を目標にして IASC から2001
年 4 月に改組・改称された IASB は，2005年 1 月
1 日から IAS/IFRS を利用するという EU の要求
（2005年問題）に対応する形で，「改善プロジェク
ト」の一環として IAS16（1998年改訂）を含む15











産・設備・装置（property, plant and equipment）
を意味する有形固定資産とは，財貨・用役の生産
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注意を要する点は，IAS 16（2003年改訂）では，
当該資産の解体・除去費用（cost of dismantling and 
removing the assets）や敶地の原状回復費用（cost 

























(借)機 械 装 置 10,500,000 
(貸)現 金 10,000,000 
  解体・除去費用債務 500,000 
t1期末～t10期末（減価償却時）： 




(貸)現 金 500,000 
(借)減価償却累計額 9,450,000 
  現 金 1,200,000 
(貸)機 械 装 置 10,500,000 













































































（ exchange）により取得した受入資産（ asset 
received）の取得原価は，(a)交換取引が経済的実
質を欠いている場合または(b)受入資産または引



























































































































































(借)土 地 50,000,000 
(貸)現 金 50,000,000 
t1期末（再評価時)： 




  土 地 評 価 損 5,000,000 
(貸)土 地 15,000,000 
t3期末（再評価時）： 
(借)土 地 12,000,000 
(貸)土 地 評 価 益 5,000,000 
  再評価剰余金 7,000,000 
t4期末（売却時）： 
(借)現 金 62,000,000 
  再評価剰余金 7,000,000 
(貸)土 地 57,000,000 
  利 益 剰 余 金 7,000,000 
  土 地 売 却 益 5,000,000 
 
 








































































































(借)備 品 1,000,000(0) 
(貸)現 金 1,000,000(0) 
t1期末（償却時）： 
(借)減 価償却費 200,000(0) 
(貸)減価償却累計額 200,000(0) 
t2期末（償却時・再評価時）： 
(借)減 価償却費 200,000(0) 
(貸)減価償却累計額 200,000(0) 
(借)備 品 100,000(1) 
(貸)減価償却累計額 40,000(2) 
  再評価剰余金 60,000(3) 
(1) (660,000÷600,000)×1,000,000 
－1,000,000＝100,000 
(2) (660,000÷ 3 年－400,000÷ 2 年) 
× 2 年＝40,000 
(3) 660,000－600,000＝60,000 
t3期末（償却時）： 
(借)減 価償却費 220,000(4) 
(貸)減価償却累計額 220,000(0) 
(4) 660,000÷ 3 年＝220,000 
(b)法 
t1期首（取得時）： 
(借)備 品 1,000,000(0) 
(貸)現 金 1,000,000(0) 
t1期末（償却時）： 
(借)減 価償却費 200,000(0) 
(貸)減価償却累計額 200,000(0) 
t2期末（償却時・再評価時）： 
(借)減 価償却費 200,000(0) 
(貸)減価償却累計額 200,000(0) 
(借)減価償却累計額 400,000(0) 
  備 品 500,000(0) 
(貸)備 品 400,000(0) 
  減価償却累計額 440,000(5) 
  再評価剰余金 60,000(3) 
(5) (660,000÷ 3 年)× 2 年＝440,000 
t3期末（償却時）： 
(借)減 価償却費 220,000(0) 
(貸)減価償却累計額 220,000(0) 
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（expected usage of the asset） 
(b) 予想される物理的磨滅・損耗（expected 
physical wear and tear） 
(c) 技術進歩・需要変動等から生じる技術的・
経済的陳腐化（technical or commercial obso- 
lescence） 
(d) 当該資産の利用に対する法的制限または
類似の制的（legal or similar limits on the use 













































3  減価償却後の残存価額 
資産の残存価額（residual value）とは，資産の
耐用年数致来時点に予測される状況において見積


























































表 1  減価償却費計算の新旧比較 





定額法 112,500 112,500 112,500 112,500 112,500 112,500 112,500 112,500 (900,000) 




定額法 125,000 125,000 125,000 125,000 125,000 125,000 125,000 124,999 (999,999) 
250％ 
定率法 312,500 214,844 147,705 101,547 69,814 51,197 51,197 51,195 (999,999) 
(注) 250％定率法では，初年度から 5 年間には定率法を適用し，6 年度以降には均等償却(定額法)＊に
切り替える。 
＊ 6 年度以降の減価償却費の計算では，下記(ｲ)と(ﾛ)の多い方を採用する。 
(ｲ) 250％定率法：153,590×0.3125＝47,997 








4  減価償却方法の選択と見直し 
減価償却方法（depreciation method）は，資産の
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測消費パターン（expected pattern of consumption 


































































































2  減損損失の測定 
減損損失は，資産の帳簿価額が回収可能価額を
超える金額である。ここに回収可能価額とは，資

















































(借)減 損 損 失 440,000 
(貸)減損損失累計額 440,000 




















(借)土 地 70,000,000 
(貸)現 金 70,000,000 
t6期末： 
(借)減 損 損 失 20,000,000 
(貸)土 地 20,000,000 
t7期末： 
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48  国際会計基準第16号「有形固定資産」の総合的・分析的検討 





































































(借)土 地 50,000,000 
(貸)現 金 50,000,000 
t8期末： 




  減 損 損 失 10,000,000 
(貸)土 地 30,000,000 
t10期末： 
(借)土 地 20,000,000 
(貸)減損損失戻入れ 10,000,000 



























































































































































(c) 通常の営業過程（ordinary course of business）
においては販売目的を意図していない有形資産
である。 
  上記 3 要件を満たす資産に関するリース占有権
（leasehold rights）は，有形固定資産として取り扱
われる。 
 (2) IAS16（1982年）（para.11）および IAS16（1993年
改訂）（para.16）では，取得原価に算入できる直接
付随費用として，(a)整地費用（cost of site prepara- 
tion），搬入・取扱費用（delivery and handling cost），
据付費用（installation costs）および建築家・エンジ

































(借)土 地 50,000,000 
(貸)現 金 50,000,000 
t4期末（売却時）： 
(借)現 金 62,000,000 
(貸)土 地 50,000,000 
  土 地売却益 12,000,000 
 (6) なお参考のために，公正価値が下落した場合にお
ける設例を示すことにする。たとえば，前記設例（取
得原価100万円，耐用年数 5 年，残存価額 0 円，定
額法による）の備品の時価が t2 期末に48万円に下
落した場合，t2 期末時の仕訳は下記のとおりである
（t0 期首・t1 期末時の仕訳は同じ仕訳となる）。 
(a)法 
t2期末時（償却時・再評価時）： 
(借)減 価 償 却 費 200,000(0) 
(貸)減価償却累計額 200,000(0) 
(借)固定資産評価損 120,000(2) 
  減価償却累計額 80,000(3) 




   ÷600,000)－600,000＝△120,000 
(3) (480,000÷ 3 年－400,000÷ 2 年) 
× 2 年＝△80,000 
t3期末時（償却時）： 
(借)減 価 償 却 費 160,000(4) 
(貸)減価償却累計額 160,000(0) 
(4) 480,000÷3 年＝160,000 
(b)法 
t2期末時（償却時・再評価時）： 
(借)減 価 償 却 費 200,000(0) 
(貸)減価償却累計額 200,000(0) 
(借)減価償却累計額 400,000(0) 
  固定資産評価損 120,000(5) 

























highest and best use）となっている有形固定資産に
とって，正味売却価格は非常に低く，極論すれば，




52  国際会計基準第16号「有形固定資産」の総合的・分析的検討 
値による測定」（SFAS157）の定義では，公正価値
とは，市場参加者間による通常の取引（orderly 
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